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要 旨
　コモンローにおけるアドヴァーサリ・システム（Adversary System当事者対抗主義）の民事訴訟モデ
ルでは，事実の解明は本来裁判官の職責ではなく，当事者が行うものであり，裁判官は，規範に関する
判断にのみその権限を持つ．トライアル前に開示制度が置かれ，当事者は，強力な調査・証拠収集権限
をもって主体的に事実解明を行う．トライアルでも理念型としては裁判官ではなく陪審が最終的な判断
を下すモデルとなっている．これに対し，大陸法では，陪審制をとらず，弁論主義のもと当事者が主張
及び証拠を提出する権能と責任を持つが，最終的に事実を解明して法を適用し事件を解決する権能と責
任は裁判官に委ねられている．近時，両制度の接近が認められるものの，両者には本質的な相違がある．
　日本は，ドイツから大陸法モデルを継受しつつ，英米法の制度を一部取り入れ独自の制度を構築して
きた．一般事件において，日本の制度は，効率的な事実解明の点で優れており，その枠組みを変える必
要はないと考えられる．しかし，一定類型の証拠偏在型訴訟においては，当事者に与えられた情報・証
拠収集権限の乏しい現在の制度では十分な事実解明ができない問題があり，改善の必要がある．
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Ⅰ は じ め に
　英国・米国をはじめとするコモンローの国々で
は，アドヴァーサリ・システム（Adversary System
当事者対抗主義）によって民事訴訟が行われてい
る．これに対して，日本の民事訴訟手続きは，ド
イツ法を継受し，審理の原則として弁論主義
（Verhundlungsmaxime）を採用した．弁論主義と
は，判決の基礎となる資料（事実及び証拠）の収
集及び提出は当事者がその権能と責任を持つとす
る原則である．現在の日本の民事訴訟（そして母
法であるドイツの民事訴訟）は，手続進行は裁判
所に主導権を認める職権進行主義であるが，内容
形成については当事者主義をとっていると理解さ
れている．
　ところが，米国の研究者から，ドイツ・日本の
民事訴訟手続きは，糺問主義であって，当事者主
義とはいえないと論じられる場合がある1）．その
理由は，当事者主義（Adversarial）の本質的な要
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素は，事実は何かを調査し発見する責任と権限が
もっぱら当事者にあることであり，裁判官が究極
的に事実解明の責任と権限を持つ日本やドイツの
制度は，その本質において糺問主義（Inquisitorial）
である，というのである．その際，日本やドイツ
の裁判官が釈明権（当事者に釈明を求める権限）
を持つことが，当事者主義ではなく糺問主義であ
ることの決定的な点だと言われる2）．裁判所に最
終的な事実解明権能があり，求釈明という方法で，
裁判所が主張立証の示唆を与えることができる以
上，当事者は裁判所の指示ないし示唆に従うのが
当然だから，当事者に主張・証拠の提出責任と権
限があるといっても，それはいわばフィクション
だと指摘される3）．
　英米における「事実解明の権限と責任は当事者
が持つ」というコンセプトと，日独における「事
実及び証拠の収集・提出の権能と責任は当事者に
ある」というルールとは，日独の弁論主義を前提
として見ると一見極めて近いもののようにも見え
るが，英米の当事者対抗主義の目から見ると本質
的な差異があるとみられる4）．両者の違いの本質
は何か．大陸法の弁論主義とコモンローのアドヴ
ァーサリ・システムとを比較し，その違いを確認
することによって，日本の民事訴訟制度の中で何
を維持し，何を改善するべきかを考えるうえでの
示唆を得ることができるのではないか．
　このような問題意識のもと，本稿では，米国の
民事訴訟における事実解明（事実の調査・解明）
のあり方に焦点を当てて分析し，そこから日本の
民事訴訟制度改善への方向性を模索する．
Ⅱ コモンローの民事訴訟モデルと大陸法の民事
訴訟モデルの相違の本質
　米国の研究者は，英米の手続きを大陸法の手続
きと比較し，その最も本質的な違いは，①事実の
解明（fact-finding又は fact-gathering）の権限が当
事者にあるか裁判所（裁判官）にあるか，及び②
手続きがトライアル前（pretrial）とトライアル
（trial）に分断されているかどうかにあると指摘し
ている5）．
　英米の民事訴訟においては，訴訟提起後，トラ
イアル前（pretrial）において，当事者（代理人弁
護士）間で，徹底した事案（事実）の解明を行う
手続きが置かれている．当事者間で事実を可能な
限り解明し争点を絞ったところで，トライアルが
行われ，典型的には陪審が，争いのある事実につ
いてのみ認定し，結論（勝訴敗訴）を評決する．
裁判官は，原則として法律上の争いについてのみ
判断し，陪審が法律にのっとった評決をするよう
指導する6）．なお，米国の陪審裁判においては，陪
審は，裁判官の指導（instruction）を受けながら，
法に事実を当てはめる作業をも行い，原告の請求
を認めるのか棄却するのかの判断も行い，損害賠
償請求の勝訴判決の場合はその金額まで陪審が決
める7）．
　つまり，コモンローにおける当事者対抗主義
（Adversary System）のモデルでは，事実の解明は
本来裁判官の職責ではなく，当事者が行うもので
あり，裁判官は，規範（大前提）に関する判断に
のみその権限を持つ，という構造になっている．
「汝は事実を語れ，我は法を語らん」を徹底させた
役割分担がなされていると評価できる．
　これに対し，大陸法は陪審制をとらず，裁判官
が，提出された主張や証拠に基づいて，自由に心
証を形成し，最終的に事案を解明して法を適用し
事件を解決する．つまり，弁論主義の下において
もなお，裁判官が事実認定権者であり，事実解明
の最終的な権限と責任を担っている．
　事実の解明に対する考え方，特に誰が最終的な
権限と責任を担うかについての考え方が，両制度
の本質的な相違であると考えられる8）．
Ⅲ 米国連邦民事訴訟における事実解明
　アドヴァーサリ・システムの民事訴訟制度の事
実解明構造をより具体的に理解する手掛かりとし
て，2016年 5 月現在の米国連邦民事訴訟規則
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（Federal Rules of Civil Procedure，以下「FRCP」
という．）を概観する．なお，ここでは，米国民事
訴訟の事実解明構造を理解するのに有用なルール
に焦点を絞って検討するため，管轄，当事者（多
数当事者含む），判決効の詳細，上訴審のルールな
どは，思い切って省略する．
1 ．訴訟の開始と訴状の送達
⑴ 訴状の提出による訴訟の開始
　「民事訴訟は，裁判所に訴状を提出することによ
って開始される9）．」（FRCP 3）そして，訴訟提起
時に支払うべき手数料（filing fee）は，訴額に拘
わらず一定額である10）．
　訴状の内容としては，①当該裁判所に管轄があ
ることを示す簡潔な理由の記載，②原告が有する
権利（請求権）の簡潔な記述，③請求の趣旨（但
し，予備的又は選択的な請求を付記してもよい）
を記載しなければならない（FRCP 8（a））．
　なお，訴状に記載すべき内容については，変遷
の歴史がある．コモンロー訴答（Common Law 
pleading），法典訴答（Code pleading），告知訴答
（notice pleading）と変遷してきた11）．
　現在の米国の連邦裁判所における民事訴訟及び
多くの州裁判所では，告知訴答（notice pleading）
の立場がとられており，訴状のみならず，プリー
ディング（pleading訴答）においてなされる原告
の主張全体について，告知（notice）機能が果た
されればよいという考え方に立っている．FRCP
に何種類かの訴状のフォームが添付されているが，
いずれも定型的で簡潔な記載が予定されており，
誰が何を原因として訴えを提起したかが被告に告
知されればよいという考え方に基づいている12）．
⑵ 訴状・呼出状の送達
　米国民事訴訟においては，訴状の写しを添付し
た呼出状の送達は，原告の責任においてなされる
（FRCP 4 （c）（1））．原告は，訴状提出以後，被告
宛の呼出状を起案して裁判所書記官に提示し，署
名押印（seal）してもらい，原告の責任において
被告にこれを送達しなければならない（FRCP 4 
（b））．訴状提出から90日以内に被告が訴状の写し
と呼出状の送達を受けなければ，原則として，裁
判所は訴えを却下しなければならない（同 （m））．
2 ．プリーディング（Pleading　訴答）と申立
て（Motion）
⑴ プリーディング
⒜　プリーディングの種類と機能
　訴状送達以後，プリーディング（pleading　訴
答）と呼ばれる当事者間の主張のやり取りが行わ
れる．なお，訴状もプリーディングの一種であり，
プリーディングとしては，①訴状（a complaint），
②答弁書（an answer to a complaint），③反訴に対
する答弁書（an answer to a counterclaim designated 
as a counterclaim），④交差請求に対する答弁書
（an answer to a crossclaim），⑤第三者の訴え（a 
third-party complaint），⑥第三者の訴えに対する
答弁書（an answer to a third-party complaint），⑦
裁判所が命じる場合に（のみ許される）答弁書に
対する再答弁（if the court orders one, a reply to 
an answer）の 7 種類のみが許される（FRCP 7
（a））．
　日独の制度と異なり，英米の民事訴訟には，口
頭弁論という手続きはなく，文書のやり取りその
ものがプリーディングであり主張としての効果を
生ずる．また，口頭弁論における陳述を予定しな
いから，準備書面は存在せず，基本的に原告の主
張を構成する主要な事実は，訴状に尽くされるこ
とが予定されている．前述のとおり，訴状の内容
は比較的簡潔なものが予定されているが，当事者
がその時点で把握している最大限の主張が示され
る13）．
⒝　被告の答弁
　被告は，原則として，訴状（写し）及び呼出状
の送達を受けてから21日以内（送達免除の場合は
免除申請が送られてから60日以内，国外にいる被
告の場合は90日以内）に答弁書を送達しなければ
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ならない（FRCP 12 （a）（1））．答弁書において，被
告は，原告の主張についてこれを認める自白
（admission）又は否認（denial）をすることができ
る．否認の中に，概括的（一般）否認（general 
denial），特定否認（specific denial），限定否認
（qualified denial），信念を形成するには不十分な
知識（insufficient knowledge to form a belief）と
いう根拠による否認，情報と信念に基づく否認
（denial on information and belief）という 5 種類が
ある14）．このうち，信念を形成するには不十分な
知識（insufficient knowledge to form a belief）と
いう根拠による否認は，実質的に日本の訴訟にお
ける「不知」に近いものであると考えられる．被
告が自白した事実は，被告を拘束し，トライアル
において原告が証拠を提出する必要がなくなる15）．
但し，後述のとおり，米国の手続きにおいては，
プリーディングの変更として，自白を撤回して否
認に変更することが認められるので，プリーディ
ングにおける自白の拘束力は，日本における自白
の拘束力と同質なものではない．
⒞　抗弁の主張
　プリーディングに対する答弁において，抗弁
（affirmative defenses）の主張は，明確に（affirma-
tively）なされなければならない（FRCP 8 （c））．
FRCPが抗弁として例示しているのは，代物弁済，
仲裁判断，危険の引受，寄与過失（過失相殺），脅
迫，禁反言，約因の欠缺，詐欺，違法，雇用者に
よる傷害，消滅時効，許諾，弁済，免除，既判力，
詐欺防止法，除斥期間，放棄である．
⒟　主張の訂正変更
　後にディスカヴァリが進行するにつれて，ある
主張が証明できないこと，追加主張ができること，
利害関係を持つ者を追加的に当事者として併合す
べきことなどが明らかになることがあり，それは，
プリーディングの訂正による主張の撤回や追加に
よって処理される16）．FRCPでは，プリーディン
グの変更は，その文書が送達されてから21日以内
に 1 回無条件で行うことができ（FRCP 15 （a）
（1）），それ以降トライアル前は，相手方当事者の
書面による同意又は裁判所の許可によって主張の
訂正変更・追加ができるとされている（同 （a）
（2））．そして，この裁判所の許可は，「正義の求め
るところにより自由になされるべき」（The court 
should freely give leave when justice so requires.）
とされており（同），実際に，現在の米国では，デ
ィスカヴァリで明らかになった情報に基づくプリ
ーディングの修正は相当広く認められる17）．これ
は，トライアル前の手続きにおいて，開示手続き
を経て，双方当事者の協力によって事実が解明さ
れるべきものとの前提があるからである．また，
技術的形式的な理由で訴訟を終えてしまうのでは
なく，可能な限り，一回の手続きで，紛争の実体
に踏み込んで解決する機会を当事者に保障しよう
とするものである．ただし，修正の時期が遅い，
相手方が新たな主張の防御のために全く異なった
防御のための証拠収集をやり直すことが必要にな
るなど，相手方当事者に不当な不利益をもたらす
場合には，修正が許されない18）．なお，プリーデ
ィングの訂正は，トライアル開始後でも許される
場合がある． 1 つは，トライアルにおいて，当事
者が，証拠がプリーディングで主張された争点の
範囲を超えていると異議を述べた場合である．こ
の場合，裁判所は，その証拠が異議を述べた当事
者の攻撃防御を不当に妨げるものとなると認めら
れず，実体解明に役に立つ場合には，自由にプリ
ーディングの訂正を認めることができる（FRCP 
15 （b）（1））．
⒠　自白の撤回
　認否の変更もプリーディングの訂正の一つとし
てその可否が判断される．一旦自白したものを否
認に変更することも，プリーディングの訂正の可
否の問題として解決される．ディスカヴァリの手
続きの中の「自白の要請」（requests for admission）
という手続きがあるが，この手続きによるのでは
なく，単にプリーディングの中で自白したにすぎ
ない場合は，FRCP 15のプリーディングの訂正の
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問題として処理される19）．つまり，自白した書面
が相手方に送達されてから21日以内であれば無条
件に撤回して否認に変更でき，その後も裁判所の
許可があれば変更できる．被告がその答弁で自白
した事実について，その後，争う姿勢を示し，原
告もその自白に依存せず，また，自白に基づいて
その訴訟活動を変化させたりしなかった事案にお
いて，被告が認否を自白から否認に変更するのを
裁判所が許可した判例がある20）．
⑵ 申立て（Motion）
　一定の防御方法は，申立て（motion）という形
式で提出することができる．FRCPが規定する防
御方法としての申立ては，事物管轄不存在，主観
的管轄不存在，不適切な法廷地，手続きの瑕疵，
送達の瑕疵，訴状の瑕疵（主張自体失当），必要的
当事者の不併合である（FRCP 12 （b））．
　当事者は，あるプリーディングに応答が許され
る場合，そのプリーディングに対して応答する前
に，プリーディングがあいまいで反論を準備でき
ないことを理由に，より明瞭な陳述を求める申立
てをすることができる（FRCP 12 （e））．裁判所が，
これを受けて命令を発した場合，命令を受けた当
事者が14日又は裁判所が設定した期間内に命令に
従わないときは，裁判所は当該プリーディングを
削除（strike）し，又はその他の適当な命令を出す
ことができる．
　当事者は，また，あるプリーディングに応答す
る前に（応答が許されない場合はそのプリーディ
ングの送達を受けてから21日以内に），そのプリー
ディングから，不十分な防御，重複する事項，重
要性を欠く事項，無関係な事項，中傷的な事項を
削除（strike）するよう申し立てることができる
（FRCP 12 （f））．
3 ．ディスクロージャー及びディスカヴァリ
（Disclosures and Discovery　開示）
⑴ 総 論
　トライアル前に，当事者双方が知っている事実
や証拠を相手方に開示し，証拠を収集し，事案を解
明する活動をすることが予定されている21）．「ディ
スクロージャー及びディスカヴァリ」（Disclosures 
and Discovery）と呼ばれる（FRCP 26から37）22）．
　現代の米国における開示制度には 3 つの目的が
ある．第 1 はトライアルで提示できなくなる可能
性のある証拠を保全すること．第 2 は，当事者間
で争いのある真の争点を明らかにすること．第 3
は，当事者が争点に関連する証拠にたどり着くた
めに必要な情報を得て証拠を収集しトライアルに
備えることである23）．
　当事者は，訴訟提起後，相手方からの要求を待
たずに，速やかに一定の情報を開示する義務を負
うものとされ（Disclosures, FRCP 26 （a）），さら
に，デポジション（Deposition）等，相手方から
のディスカヴァリ（Discovery）の要求に応じなけ
ればならない．
　ディスカヴァリの対象は，「当事者の請求又は防
御と関連し，秘匿特権のない一切の事項」（FRCP 
26 （b）（1））とされ，文書の存在，内容，性質，所
在，状態や関連のある事実を知っているかもしれ
ない人々の特定情報や所在など，主要事実に直接
関連する情報のみならず，間接事実に関するもの
を含め，相当広い範囲に認められる24）．
　当事者の請求又は防御と関連する事項であって
開示義務を免れるのは，秘匿特権によって保護さ
れた事実及び訴訟準備のために作成した書面や有
体物（ワーク・プロダクト）のみである25）．
⑵ 開示制度の弊害と裁判所による管理・制限，
保護命令
　開示制度，特にディスカヴァリは，いわゆる「証
拠漁り」（fishing expedition）や嫌がらせ目的で濫
用される可能性が大きく，また，過度のディスカ
ヴァリによって訴訟が遅延し，当事者の弁護士費
用が増大するという弊害が指摘され，米国におい
ても，開示を一定程度制限する必要性が強調され
た．その結果，幾度かに亘る規則改正によって，
裁判所が開示の範囲や頻度を制限できることとな
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った26）．
　裁判所は，ディスカヴァリの回数や対象を命令
で制限することができる（FRCP 26 （b）（2））．ま
た，ディスカヴァリの対象となった当事者その他
の者は，事件の係属する裁判所に保護命令
（protective orders）を申し立てることができる（同
26 （c））．保護命令の申立てを受けた裁判所は，当
事者その他ディスカヴァリの対象とされた者を，
嫌がらせ，困惑，威迫，必要以上の経費の負担か
ら守るために，ディスクロージャー又はディスカ
ヴァリを禁じ，ディスクロージャーやディスカヴ
ァリの対象，時，場所を特定し，方法を制限し，
一定の質問を禁ずるなどしてその範囲を制限し，
又は立会人を制限するなどの命令を発することが
できる．また，裁判所は，デポジションの結果を
封筒に入れて封印し裁判所の命令によってのみ開
封できるように命じたり，営業秘密等の秘密情報
を開示させず，又は一定の特別な方法によっての
み開示させるよう命じたり，双方当事者に一定の
情報を封印した封筒に入れて同時に提出させ，裁
判所の指示によって開封するよう命じることによ
り，秘密保持の手当てを講ずることができる．
⑶ 開示計画協議 （Conference of Par ties; 
Planning for Discovery）
　当事者双方は，提訴後早期に，遅くとも裁判所
が開くトライアル前協議（FRCP 16）の日の21日
前には，開示計画協議をもち，開示計画を策定す
ることが義務付けられている（FRCP 26 （f）（1）か
ら（3））．開示計画協議では，当事者は，ディスク
ロージャーを行う時期，ディスカヴァリを求める
ことが予定される事項やタイミング，秘匿特権や
ワーク・プロダクト法理の主張，ディスクロージ
ャーやディスカヴァリを制限する裁判所の命令を
求めるかどうかなどについて話し合い，開示計画
を擦り合わせることが期待され，早期の和解の可
能性も模索される27）．
⑷ ディスクロージャー
⒜　初期ディスクロージャ （ーInitial Disclosures）
　手続き開始後速やかに（開示計画協議から14日
以内に）（FRCP 26（a）（1）（C）），双方当事者が相
手方からの要求を待たずに，自発的に，以下のも
のを相手方に開示する義務を負う（FRCP 26 （a）
（1）（A））28）．
①開示当事者が，その請求又は防御を理由づけ
るために使うかもしれない，関連する情報を
知っている可能性のある個人の氏名，（もし分
かれば）住所，電話番号及びその知っている
情報．但し，もっぱら弾劾目的の場合を除く．
②開示当事者が所持し，又はその支配下におい
ており，かつその請求又は防御を理由づける
ために使うかもしれない，すべての文書，電
子的に記録された情報，並びに有体物の写し
1 部（又はカテゴリーの説明と所在）．但し，
もっぱら弾劾目的の場合を除く．
③開示当事者から請求された損害の種類ごとの
計算方法．なお，開示当事者は，それぞれの
計算の基礎となった文書その他の証拠資料を，
秘匿特権や例外の対象でない限り FRCP 34に
基づいて閲覧謄写させなければならない．
④当該訴訟の判決の全部又は一部を満足させる
支払いを行い，又は判決を満足させる支払い
がなされた場合これを補償する義務のある保
険契約があれば，その契約を FRCP 34に基づ
いて閲覧謄写させるべく提供しなければなら
ない．
⒝　専門家証言（Expert Testimony）のディス
クロージャー
　当事者は，専門家証言（expert testimony）をト
ライアルで使おうとするときは，遅くともトライ
アルの予定日又は事件がトライアルに熟した状態
になる時点の90日前までに，相手方当事者に対し
て，その専門家証人（expert witness）を特定して
示さなければならない．さらに，その際，原則と
して，専門家証人が証言する意見の内容や理由，
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最近10年間に出版された専門家証人の業績，最近
4 年間に他の訴訟でトライアルやデポジションで
証言した場合はそのリスト，今回の証言のために
予定されている報酬などを含むレポートを添付し
て相手方に提出しなければならない（FRCP 26 （a）
（2））．
⒞　トライアル前ディスクロージャー（Pretrial 
Disclosures）
　両当事者は，初期ディスクロージャー及び専門
家証言のディスクロージャーのほか，トライアル
で提出する可能性のある証人及び文書等について，
もっぱら弾劾目的である場合を除き，以下のとお
り，ことごとく事前に開示する義務がある（FRCP 
26 （a）（3）（A））．
①トライアルに出そうと考えている証人の名前，
住所，電話番号（必要な場合に架電できる番
号）．
②デポジションを行って，その供述録取書をト
ライアルに提示しようとしている証人を特定
し，その供述記録が速記録になっていない場
合は，そのデポジションの関連部分の筆記記
録．
③当該当事者がトライアルで出そうと考えてい
る，又は必要があれば出そうと考えている，
書類その他の証拠を一つ一つ特定する標目に
内容の要約を添えたもの．
　トライアル前ディスクロージャーの時期は，原
則として遅くともトライアルの30日前までになす
必要がある．当事者は，デポジションによって取
得した証言を録取書の形でトライアルに提出する
ことについての異議及び証拠として提出予定とさ
れた資料の証拠能力についての異議があれば，そ
の異議リストを原則として開示された日から14日
以内に提出することができる（FRCP 26 （a）（3）
（B））．
⑸ ディスカヴァリ（Discovery）
　FRCPが規定するディスカヴァリの種類は，デ
ポジション（depositions 供述録取），インタロガ
トリ（interrogatories 当事者照会），文書，電子的
に保存された記録，物の提出又は土地への立ち入
り検分（producing documents, electronically stored 
information, and tangible things, or entering onto 
land, for inspection and other purposes），身体及
び精神の検査（physical and mental examination），
自白の要請（requests for admission）の 5 種類で
ある．
⒜　デポジション（Depositions　供述録取）
（FRCP 27から32）
　デポジションは訴訟の当事者を含むあらゆる者
に対して行われ，供述は宣誓のうえでなされ，供
述録取書の形で保存される．
　デポジションは，多くは訴訟提起からトライア
ル開始前に行われるが，訴訟提起の前（FRCP 27
（a））や判決後上訴が係属中（同 （b））も行える場
合がある．
　デポジションには，口頭の尋問によるもの
（FRCP 30）と質問書によるもの（FRCP 31）とが
ある．
　一定の要件（弾劾証拠としての使用，証人の死
亡・遠方等による出廷不能など）を満たせば，デ
ポジションで作成された供述録取書を証拠として
トライアルで提出することができる（FRCP 32）．
米国法では，民事訴訟でも刑事と同じ証拠法の適
用があり，伝聞証拠が禁止される．そのため，供
述録取書は，刑事訴訟におけると同じように証拠
能力が制限される．しかし，トライアル前の段階
で相手方当事者や証人を尋問してその供述を保存
することにより，真の争点を明らかにして早期解
決を図り，また，後にトライアルにおいて効果的
な反対尋問を行うことができる．
⒝　インタロガトリ（Interrogatories　当事者
照会）（FRCP 33）
　インタロガトリは，相手方当事者だけが対象に
なる．当事者は，相手方に対し，無条件で25以下
の質問を記載した書面を送って回答を求めること
ができる（FRCP 33 （a）（1））．25を超える質問も
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裁判所の許可を得て回答を求めることができる．
　相手方当事者は，原則として質問の送達を受け
てから30日以内にこれに回答するか異議のある場
合は異議を申し立てる義務がある（同（b）（1）（2））．
相手方本人とその代理人弁護士が回答書を作成す
る．
⒞　文書，電子的に保存された記録，物の提出
又は土地への立ち入り検分（Producing Doc- 
uments, Electronically Stored Information, and 
Tangible Things, or Entering onto Land, for 
Inspection and Other Purposes）（FRCP 34）
　ディスクロージャーで得た情報などから，相手
方の手元にある事件と関連性のある文書や電子的
に保存された記録の存在が分かる場合がある．そ
の場合，当事者は相手方に対し，文書を特定して，
閲覧又は謄写させるよう求めることができる．有
体物についても同様に閲覧し，それが機械等であ
れば試用し，標本を採ることができる（FRCP 34
（a）（1））．さらに，土地等に立ち入って測量し，調
査し，写真をとり，標本を得ることができる（同
（a）（2））．
　このディスカヴァリを求めるとき，請求する当
事者は，閲覧を希望する文書や物等を合理的な範
囲で特定し，又はその種類を指定し，閲覧の日時
場所並びに方法を指定した請求の書面を相手方に
送達しなければならず，電子的記録の場合は，ど
うやって提出させるのか，その形式を指定するこ
とができる（FRCP 34 （b）（1））．請求を受けた当
事者は，原則として請求が送達されたときから30
日以内に，書面で，請求のとおり開示するか，異
議があるか回答しなければならない．異議がある
場合は理由も述べる必要がある（FRCP 34 （b）（2）
（A）及び（B））．
　また，訴訟の当事者ではない第三者に対しても，
文書や有体物の提出，検分を求めることができる
が，その場合は，裁判所に令状（subpoena）を発
してもらう方法を採る必要がある（FRCP 34（c），
同 45）．
⒟　身体及び精神の検査（Physical and Mental 
Examination）（FRCP 35）
　係属中の訴訟の当事者の精神状態や身体の状態
（血液型を含む）について争いがあるとき，裁判所
は，その当事者に資格のある者による身体又は精
神の検査を受けるよう命ずることができる．問題
のある当事者の健康診断の情報は，通常秘匿情報
として開示が阻まれる可能性が高いため，このよ
うな規定が設定された29）．
⒠ 　自白の要請 （ Requests for Admission ）
（FRCP 36）
　一方当事者は，他方に対し，当該係属中の訴訟
限りで，事実（法の事実に対するあてはめ，事実
やあてはめについての意見を含む）や文書の真正
な成立に関連する事項について認めること（自白）
を求めることができる（FRCP 36 （a）（1））．この
場合，書面による要請を送達する必要がある．文
書の真正を認める自白を要請する場合は，別途当
該文書が閲覧謄写に供されたのでなければ，その
文書の写しを添えてなされなければならない（同 
（a）（2））．要請を受けた側は，原則として要請書の
送達を受けたときから30日以内に署名入りの書面
により，返答しなければならない（同 （a）（3））．も
し，事実を認めない場合は，否認の理由又は認否
を明らかにできない理由を特定しなければならな
い（同 （a）（4））．
⑹ 開示義務違反，証拠収集不協力に対する制
裁
⒜　ディスクロージャー義務違反に対する制裁
（FRCP 37 （c）（1））
　FRCP 26 （a）に規定する情報開示義務に違反
し，又は，FRCP 26 （e）に規定する補足情報提出
義務に違反した場合，義務違反をした当事者は，
その義務違反が実質的に正当であり又は無害であ
ることが示されないかぎり，開示すべきだった情
報又は当該証人を，申立て，ヒアリング，トライ
アルのいずれにおいても，利用することが許され
ない．
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　また，裁判所は，申立てにより，聴聞の機会を
設けた上で，上記制裁に加え，又はこれに代えて
以下の処分をすることができる．
①違反によって相手方に生じた合理的な費用
（弁護士費用を含む）の支払いを命じること．
②陪審に当該当事者の違反を告知すること．
③その他の適当な制裁を加えること（FRCP 37
（b）（2）（A）（i）から（vi），すなわち本項（c）
②（i）から（vi）の制裁を含む．）
⒝　自白しなかったことに対する制裁（FRCP 
37 （c）（2））
　当事者が，FRCP 36に基づき，ある事実又はあ
る文書の真正を認めることを求められたが，これ
を認めなかった場合に，後に，自白を求めた当事
者が，当該事実が真実であることや当該文書が真
正であることを証明したときは，自白を求めた当
事者は，その証明をするために要した合理的な費
用（弁護士費用を含む）を否認した当事者に支払
うよう求めて裁判所に申し立てることができる．
この時裁判所は，自白しなかった当事者に合理的
理由があった等所定の事項が示されない限り，そ
の通り命令を発しなければならない．
⒞　開示命令と命令不遵守に対する制裁
　当事者が開示義務を果たさず，又は正当な理由
なく開示要求に応じない場合には，他方当事者は，
ディスクロージャーの義務を果たすよう，またデ
ィスカヴァリに協力するよう催告した後に裁判所
に開示命令を申し立てることができる（FRCP 37
（a）（1））．そして，開示命令に従わない場合は，制
裁が課される．制裁の内容は以下のとおりである．
①デポジションが行われる裁判所において，裁
判所が，デポジションの対象となる証人に対
し，宣誓の上質問に答えるよう命じたにもか
かわらず，対象証人がこれに従わない場合，
同人は，その裁判所に対する法廷侮辱行為を
なしたと扱われうる．なお，デポジション関
連の申立てが訴訟が係属する裁判所に移送さ
れたときは，裁判所の命令の不遵守は，デポ
ジションが行われる裁判所又は訴訟が係属す
る裁判所のいずれかの裁判所に対する法廷侮
辱行為とされる（FRCP 37 （b）（1））．
②ディスカヴァリに応じるように求める裁判所
の命令に当事者又は当事者（会社）の役員や
代理人，あるいは証人が従わない場合，その
訴訟が係属する裁判所は，さらに次のとおり
の命令を発することができる（FRCP 37 （b）
（2）（A））．
ⅰ）命令に含まれる事項その他の特定の事実
について，命令を求めた当事者が主張する
とおり，当該訴訟においては立証されたも
のとみなすこと．
ⅱ）命令に従わない当事者に対し特定の請求
又は防御方法を支持したり反論したりする
ことを禁じ又は特定の事項について証拠を
申し出ることを禁ずること．
ⅲ）プリーディングの全部又は一部を削除
（strike）すること．
ⅳ）命令に従うまで手続きを停止すること．
ⅴ）訴え全体又は手続きの一部を却下するこ
と．
ⅵ）命令に従わない当事者に対して欠席判決
（default judgment）を下すこと．
ⅶ）身体検査又は精神検査に応じることを命
じる命令以外の命令に従わないことを裁判
所侮辱と扱うべきこと．
⒟　自分のデポジションに出頭しなかった当事
者，インタロガトリに対して回答しなかった
当事者，立ち入り検査の求めに応じなかった
当事者に対する制裁（FRCP 37 （d））
　事件が係属している裁判所は，申立てにより，
以下の場合に制裁を命ずることができる．
①当事者，当事者の役員，取締役，又は経営代
理人，又は RFCP 30 （b）（6）又は同31 （a）（4）
に基づいて指定された者（デポジションの対
象が組織である場合にその組織から指名され
た役員など）が通知を送達されたのにその者
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に対するデポジションに出頭しなかった場合．
②当事者が，適法にインタロガトリの質問状を
送達され，又は，立ち入り検査の要請を受け
たにもかかわらず，回答書，異議又は書面に
よる返答をしなかった場合．
　制裁の申立ては，その前に裁判所の介入なしで
回答を得る努力がなされたことを示す書面を添付
しなければならない．
　裁判所は，不協力の当事者等に対し，当事者や
当事者の役員などがディスカヴァリ命令に応じな
かった場合の制裁（FRCP 37 （b）（2）（A）i）から
vi），すなわち上述（c）② i）から vi））と同じ制
裁を課すことができる．そして，裁判所は，その
代りに，あるいはそれに加えて，不協力の当事者，
それを助言した弁護士，又はその両方に対し，不
協力によってもたらされた弁護士費用を含む合理
的な費用の支払いを命じなければならない．ただ
し，不協力が実質的に正当化されるか費用支払い
を命ずることが不正義と認められるような特別な
事情があるときはこの限りではない（FRCP 37 （d）
（3））．
⒠　電子的記録を提供しなかった場合の制裁
（FRCP 37 （e））
　電子的に保存された記録が，通常のシステムの
作動のなかで失われてしまった場合に，特段の事
情の無い限り，情報を喪失した当事者に制裁を課
してはならないとされる．
⒡　開示計画策定に参加しなかった場合の制裁
（FRCP 37 （f））
　FRCP 26 （f）で義務づけられている開示計画を
提出せず，開示計画の策定に参加しなかった当事
者又はその代理人弁護士に対し，裁判所は，聴聞
の機会を与えた上で，不協力によって相手方に生
じた費用（弁護士費用を含む）を合理的な範囲で
支払うよう命ずることができる．
4 ．トライアル前協議（Pretrial Conference）
　裁判所は，トライアル前協議を通じて，早期か
らディスカヴァリや関連する申立てを管理し
（FRCP 16 （a）（2）），当事者が無駄なトライアル前
の活動で時間を浪費しないようコントロールし（同
（a）（3）），和解を促進することができる（同（a）
（5））．裁判所は，トライアル前協議を 1 回に限ら
ず複数回開くことができる．
　コモンローの伝統的な制度には，トライアル前
協議はなかった．1929年にミシガン州のウェイン
カウンティで，裁判所のスケジュールの過密さを
緩和する目的で創設され，1938年に FRCPが制定
されたときに連邦民事訴訟の制度として採り入れ
られた30）．
　トライアル前協議は，当初，ディスカヴァリが
一通り終了した時期に，裁判官と両当事者の代理
人弁護士が集まり，争点を確認し，召喚する証人
や採用される書証を特定し，トライアルの計画を
立てるために行われるのが通常とされていた31）．
しかし，現在は，FRCP 26（f）に規定される当事
者間の開示計画協議と連動して，裁判所が，トラ
イアル前のディスクロージャー及びディスカヴァ
リそのものを管理するツールとして機能してい
る32）．すなわち，裁判所は，無駄や濫用のないデ
ィスクロージャーやディスカヴァリがなされ，適
切かつ効率的に争点整理がなされ，可能であれば
和解等による早期解決を図り，トライアルが必要
な場合は，トライアルでより効率的かつ的確な事
実審理がなされるように準備を徹底するべく，ト
ライアル前協議の場を使って事件を管理している．
　裁判官は，当事者から FRCP 26 （f）に基づく開
示計画書の提出を受けるか，当事者又はその代理
人弁護士とスケジュールについて協議した後，で
きるだけ早く（遅くとも，被告が訴状の送達を受
けてから90日以内か被告が裁判所に出頭してから
60日以内の早い方に），日程命令（scheduling 
order）を発しなければならない（FRCP 16 （b）（1）
及び（2））．日程命令に含まれるべき内容は，新た
な当事者が訴訟に参加することのできる時期，プ
リーディングを訂正・変更できる時期，ディスカ
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ヴァリを完了する時期，申立てができる時期の制
限である．任意的な内容として，ディスクロージ
ャーの時期，ディスカヴァリの範囲，電子的に保
存された記録のディスカヴァリの方法の変更，秘
匿特権や秘密の保護に関する当事者間の合意，ト
ライアル前協議やトライアルの日時の指定などを
日程命令に含めることができる（同 （b）（3））．
　裁判所は，合理的な範囲でトライアル開始前の
できるだけ近接した日に，トライアルを計画する
目的の最終トライアル前協議を持つことができる
（FRCP 16 （e））．
5 ．トライアルを経ない裁判の終了
　FRCPには，トライアル前に紛争を解決し訴訟
を終了させるメニューが複数用意されている．当
事者間で事実が解明されれば，紛争はおのずと解
決されるとの期待があり，トライアルを経ないで
裁判を終結させる努力がなされる．
⑴ 和解（Settlement）
　当事者は，和解契約によって紛争を終了させる
自由がある．和解の成立は時期を選ばない．した
がって，ディスカヴァリ開始前，ディスカヴァリ
の途中，トライアル前協議の途中，トライアル中，
あるいはトライアル終了後上訴審が終了するまで
和解は可能である33）．
⑵ 取下げ （Voluntary Dismissal by the Plain-
tiff without a Court Order）
　原告は，被告が答弁書や略式判決の申立書を送
達する前に，裁判所に，取下書を提出するか，全
当事者が出頭して取下げ合意書にサインしたもの
を提出する方法により，裁判所の決定なくして訴
訟を終了させることができる（FRCP 41 （a）（1））．
⑶ 決定による任意取下げ（Voluntary Dismissal 
by Court Order）
　上記FRCP 41 （a）（1）の任意の取下げが認められ
ない場合，原告は，裁判所の決定を得て事件を取
り下げて終了させることができる（FRCP 41 （a）
（2））．
⑷ 却下（Involuntary Dismissal）
　原告が，適法に訴えを提起せず，FRCPの規定
や裁判所の命令に従わないとき，被告は，当該訴
訟ないし請求を却下するように申し立てることが
できる（FRCP 41 （b））．
　却下の裁判がなされた場合，管轄の欠如，法廷
地の誤り，必要的当事者の不併合を理由とするも
の以外は，本案判決がなされたものと扱われ，原
告は再訴を遮断される34）．
⑸ 欠席判決（Default Judgment）
　積極的救済（affirmative relief）の判決が求めら
れた訴訟において，判決の名宛人たる当事者が答
弁ないし防御をせず，そのことが宣誓供述書等に
よって示されたとき，裁判所書記官は，その当事
者のデフォルト（default）を記録しなければなら
ない（FRCP 55 （a））．
　訴訟が，一定金額（又は計算により確定できる
金額）の金銭請求であって，被告が未成年や無能
力者でない者で，出頭せずにデフォルトになって
いる場合，裁判所書記官は，原告が宣誓供述書で
支払われるべき金額を示して申し立てたときに，
被告に対し，原告が申し立てた金額及び費用を支
払うよう命じる欠席判決を出さなければならない
（FRCP 55 （b）（1））．
　裁判所書記官が欠席判決を出すべき場合以外の
訴訟において，欠席判決を求める当事者は，裁判
所にこれを申し立てなければならない（FRCP 55
（b）（2））．被告が未成年又は無能力者である場合，
その者に後見人等権利を保護するものが付されて
いて，その後見人等が出頭した場合にのみ欠席判
決を出すことができる．また，欠席判決の名宛人
となる者が自ら又は代理人を立てて出頭した場合，
ヒアリングの 7 日前までに書面による告知をし，
それでも有効な答弁や防御をしない場合，裁判所
は，必要に応じて，ヒアリングや問い合わせをし
て，被害額を確定し，証拠を確認するなど調査を
したうえで，欠席判決をすることができる．裁判
所は，適当と認めるときは，欠席判決をせずにト
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ライアルによる審理に進むことができる．
　なお，FRCP 55に規定する被告が有効な答弁や
防御をしない場合のほか，被告が，規則に違反し，
又は裁判所の命令に従わない場合，制裁としてデ
フォルト判決（欠席判決と同じもの）を受ける場
合がある．典型的には，開示義務違反の場合であ
る（FRCP 37 （b）（2）（A）（vi））．
⑹ 略式判決（Summary Judgment）
　訴訟の当事者間に，重要な事実について真の争
いがない場合，一方当事者は，略式判決を求める
申立てをすることができる（FRCP 56 （a））．略式
判決の申立ては，全てのディスカヴァリが終了し
てから30日以内にする必要がある（同 （b））．真の
争いがないとは，トライアルを経なくても事実認
定が可能な場合をいうと解され，略式判決の制度
は，不必要なトライアルを減らすことを目的とす
る．しかし，トライアルなしで事実認定が可能か
どうかの判断は，必ずしも一見明白ではない場合
がある．
　FRCPは，略式判決を求める当事者が，事実が
争いえない，又は事実に真の意味での争いがない
ことを訴訟記録（開示手続きによって取得された
証拠や情報）の中の特定の資料を示して，あるい
は，訴訟記録中の資料では事実を確立できず，相
手方当事者が事実を立証するに足る適法な証拠を
提出できないことを示して，その主張に理由のあ
ることを示さなければならないとする（同 （c））．
　裁判所は，開示手続きによって収集提示された
すべての証拠と当事者の宣誓供述書（反対尋問を
経ない当事者の陳述）を見て総合評価し，一方当
事者の主張を支持する事実認定の可能な証拠が存
在しない，と判断したときに略式判決を下すこと
になる．ただし，本来，裁判所は，トライアル前
の手続きで心証を形成しない（陪審トライアルの
場合は一切事実認定をしない）のが建前であり，
かつ，略式判決は実体判決であって既判力が生じ
当事者の意思に反してトライアルを受ける権利を
奪うことになるから，略式判決をするには慎重で
なければならない．トライアルにおける反対尋問
などで証言が覆る場合などを含めて，略式判決を
求める当事者の相手方当事者に有利に予想しても，
なお，相手方当事者勝訴の評決が合理的にありえ
ないと判断できるときにのみ略式判決をすること
が許されると解されている35）．
6 ．トライアルと評決及び判決
⑴ トライアルと陪審制
　プリーディングと開示手続きを通じて，当事者
どうしで徹底的に事案解明の努力をしてもなお争
いの残る重要な事実がある場合にのみ，裁判所（陪
審及び裁判官）が介入して事実を審理し判断を下
すことが予定されている．
　米国では，訴額20ドルを超えるコモンロー上の
民事訴訟に関して連邦裁判所における陪審審理が
憲法上の権利として保障されており（合衆国憲法
第 7 修正），当事者のいずれかが選択することで陪
審トライアルとなる．現在でも多くの当事者が陪
審審理を選択する．
　トライアルは，直接主義，口頭主義，集中審理
の方式で行われる．これらは，陪審によるトライ
アルにおいて特に重要な意味をもつ．他に仕事を
持つ陪審員が日常生活から一旦離れて陪審の任務
に就くのであるから，できるだけ短期間で任務を
終了させる必要があり（集中審理），記憶が薄れな
いうちに全ての証拠を一気に直接示して十分に陪
審に理解させる必要があり（直接主義），また，陪
審のなかには文字を読むことが得意でない者もい
る可能性があるから，書面主義ではなく口頭主義
を採る必要がある．
⑵ 証拠及び証明度
　米国では，民事訴訟における証拠の規律は，刑
事訴訟と同様の証拠法によって規律される．米国
の証拠法は，主に素人である陪審員が，事実認定
者として，不当な情報に影響されて偏見を抱かな
いようにするために，証拠の範囲や証拠提出の方
法に関する技術的で緻密なルールが発達したもの
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である36）．
　証拠については，証拠能力（admissibility）と証
明力（weight of evidence ないし probative value）
が区別される．証拠法則は，証拠能力を問題とす
るものである．
　証拠には，証人（witness）と物的証拠がある．
米国のトライアルでは，証人の口頭証言による証
拠の提出が中心となっているが，視覚に訴える物
的証拠により口頭証言を補強することが試みられ
る37）．物的証拠には，実物証拠（real evidence），
書証 （ documentar y evidence ）， 展示証拠
（demonstrative evidence）がある．なお，日本で
は，鑑定や検証という証拠方法があり，当事者の
申立てにより裁判所が選定した鑑定人に鑑定を依
頼し，裁判官が自ら一定の場所に赴いて場所や物
を検証して直接心証を取ることがあるが，米国に
はこのような制度はない．証拠はすべて法廷に提
出され，陪審や裁判官が法廷外に出かけて自ら証
拠調べをすることはない．日本の鑑定人に類似す
るものは専門家証人（expert witness）であり，一
方当事者の証人の一種として口頭証言により専門
的知見を提供する．検証については，トライアル
前手続きにおけるディスカヴァリの一種として当
事者（又はその代理人）が現場等の検分を行い，
その結果を書面又は展示物にして，トライアルで
法廷に提出する仕組みになっている．
　証人尋問において，当事者には，反対尋問権が
保障されるが，この反対尋問は，開示手続きにお
いて取得した供述録取書を使い，裁判所における
尋問での供述と開示手続きで述べられた供述（供
述録取書に保存）との食い違いを指摘することに
よって有効になされる．米国の弁護士から見ると，
デポジションのない日本の手続きにおいて反対尋
問を効果的に行うのは不可能であり，日本におけ
る反対尋問権は形だけのものであると指摘され
る38）．
　争いのある要証事実の認定に必要な証明度（蓋
然 性 の 程 度 ）は 原 則 と し て 証 拠 の 優 越
（preponderance of evidence）であるとされる39）．
これは，日本の民事訴訟における証明度が「高度
の蓋然性（high probability）」とされるのと異なっ
ている40）．
⑶ プリーディングと評決・判決の関係
　トライアルを経て解明された事実に基づいて原
告の権利が救済されるかどうかを考えたとき，当
初予定されていた法律構成では救済されないが，
異なる法律構成によれば救済されるという場合が
ある．その場合，法律構成が異なれば主要事実も
変わるので，プリーディングにおける主張が，新
たな法律構成との関係では，全ての主要事実を網
羅していない場合がある．
　FRCPは，プリーディングで主張されなかった
争点が両当事者の明示又は黙示の同意のもとで審
理された（tried）場合には，その争点はプリーデ
ィングで主張されたものとして扱われなければな
らないとしている（FRCP 15 （b）（2））．どのよう
な場合に黙示の同意が認められるかについては，
複数の判例がある．一般的に，当該争点について
の証拠が異議なく取り調べられた時，相手方当事
者が自ら当該争点についての証拠を提出したとき，
その争点について，相手方当事者がその主張を排
斥する実体上の主張を展開したときには，黙示の
同意が認められる41）．このことから，米国の民事
訴訟においては，主張と立証の区別が緩和され，
弁論主義（第 1 原則）が修正されていると評価で
きる．
　そして，事実が当事者の明示又は黙示の同意の
もとで審理されれば，当事者が主張しなかった法
律構成を裁判所が採用して判決することが可能で
あるとされる42）．さらに，欠席判決以外の判決で
は，当事者が訴状等において申立てなかった内容
であっても，審理の結果客観的に認められる救済
については，全てを認めるべきであるとされる
（FRCP 54 （c））．これらは，米国民事訴訟におい
て処分権主義は貫徹されていないことを意味する．
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7 ．判決の効力と上訴
　米国民事訴訟における確定した本案判決
（adjudication on merit）には既判力（res judicata）
が生ずる．米国の民事訴訟では，一部請求は許さ
れず，一部請求の場合も，裁判所は全部を認める
判決を出すべきであるとされ，既判力も請求全体
に及ぶ．
　米国民事訴訟において上訴理由は，法律上の争
点に限られ，事実審理のやり直しを求めることは
できない．つまり，事実認定は 1 回（一審）限り
である．
Ⅳ 日米の事実解明構造の比較検討
1 ．米国民事訴訟における事実解明の構造
　米国 FRCPの規定を詳しく見ることにより，米
国民事訴訟では，①トライアルとトライアル前手
続きが明確に区別されており，②トライアル前手
続きが，事実解明の主要なステージであって，事
実解明は当事者が行うものとされており，③トラ
イアルでは，当事者間で解明できなかった事実の
認定が行われるが，そこでも，理念型としては，
裁判所（裁判官）が事実解明の権限を持たないこ
とが確認できた．
　とくに，開示手続き（ディスクロージャー及び
ディスカヴァリ）は，トライアル前に，当事者双
方に徹底した事実解明を強制する制度としてデザ
インされていることが分かる．
　当事者双方は，プリーディングで事件について
の認識・主張を陳述しあい，手続き開始後すぐに，
関連する証拠にたどり着くための情報（予定証人
の名前や連絡先，提出する予定の証拠の標目など）
を広く開示することが義務づけられている（ディ
スクロージャー）．プリーディングで明らかになら
ない事実は，インタロガトリを通じて質問し合っ
て主張を確認し，ディスクロージャーなどで得た
情報を手掛かりに，関連する文書や記録の提出を
請求して強制的に開示させ，争点について知って
いると考えられる証人をお互いに尋問しあい，そ
の結果を供述録取書として保存する．また，事案
によっては，相手方の管理下にある問題の場所に
立ち入って検分し，物を実際に見たり触れたりし
て確認し，その結果を文書・写真等によって保存
する．開示手続き中に隠した証拠は，トライアル
で提出することが禁止さるほか，開示義務に違反
した場合は，それによって相手方が弁護士費用な
ど余分な費用を必要とした場合にその賠償義務が
課せられ，また，法廷侮辱とみなされて刑事罰（罰
金）が課せられる場合もあり，相手方の主張の全
部又は一部を真実と認定されてしまう可能性もあ
る．また，相手方に自白を求めることもでき，自
白せず，後に事実が証明された場合には，立証の
ために費やした費用の賠償を求められる．
　これら強力な制裁を伴う開示ルールによって，
当事者双方は，否応なく，事実（主要事実のみな
らず間接事実も）解明に有用な情報と証拠を，い
わば，テーブルの上に洗いざらい出して載せるこ
とになる．そして，トライアル前に当事者双方が
情報と証拠を共有して事案を解明し争点を明らか
にする構造になっているため，主張と立証の区別
があまり意味をもたないものとなっている．
　さらに，米国民事訴訟では，当事者間で事実が
解明されれば，紛争はおのずと解決されるとの発
想のもと，トライアル前に紛争を解決し訴訟を終
了させるメニューが複数用意されている．実際に
連邦地方裁判所に提訴される事件の 9 割以上がト
ライアル前に終了すると報告されており，当事者
による徹底した事案解明によってトライアル前に
紛争を解決しようという制度の趣旨は実現されて
いるといえる43）．
　トライアル前手続きで解決できなかった少数の
事件について，解明できなかった争点のみについ
て，トライアルにおいて，当事者ではない第三者
が事実を認定することが予定されている．しかも，
理念型としては，陪審（法の専門家ではない素人
のグループ）が事実認定の職責を担い，裁判官は
事実認定権者ではない．陪審トライアルは，一般
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市民が仕事を休んで公務を担うものであるから，
できるだけ短期間に集中して，必要最小限の争点
に絞って審理される．
　米国民事訴訟の手続き全体を通じて，事案解明
の権限と責任は第一次的に当事者が担い，これに
対する裁判所の関与はミニマムでよいという建前
が読み取れる．このことは，送達が当事者の責任
とされていることや，トライアル前手続きにおけ
るプリーディング及び開示された情報・証拠の取
り扱いにも表れている．主張書面や証拠は，基本
的に当事者間において交換・提供され，裁判所に
は一定の場合に提出され記録としてファイルされ
るものの，裁判官は，異議や命令を求める申立て
（motion）の裁定やトライアル前協議に必要な範囲
でしかこれらを読むこともない44）．そして，裁判
官は，トライアルにおいても，もっぱら法を陪審
に説明するだけであって，証人に質問を発するこ
ともないし，現地に赴いて検証することもない．
裁判官は，事実認定の職責を担っていないからで
ある．
　言い換えると，米国民事訴訟において，裁判官
（裁判所）には，もっぱら，手続きが法に則って行
われ，実体法が適正に適用されるように，当事者
の訴訟活動と陪審の審理を見守り調整する役割の
みが期待されている．日本において裁判官が担っ
ている役割と比較すると，米国の裁判官の職責は
小さいというべきである45）．
　事案をできるだけ当事者間で解明させ，紛争を
当事者の手で解決させようとするシステムの底流
には，訴訟（action）は，基本的に当事者どうし
の闘い（action = battle）であるという発想，司法
権を含む権威に対する懐疑と個人主義・自由主義
思想，そして，紛争はその当事者が自律的に解決
すべきものであるという徹底した私的自治の信念
があると考えられる46）．また，米国の開示手続き
の底流には，証拠を隠さずに出し合って事案を解
明するのが正義であるという哲学がある47）．
　また，陪審制の根底には，事実を最もよく知る
者は当事者であって，裁判官は法を知る者であっ
ても事実を解明する特別の能力はないという認識
があるのではないだろうか48）．当事者の言い分が
対立している場合に，証拠及び経験則から事実を
解明するのに，法的能力は必要なく，一般市民の
常識と偏見のない公平な感覚のみが必要と考えら
れているのであろう．米国において陪審制は根強
い支持を得ている．米国連邦裁判官に対して，自
分自身の民事紛争に関するトライアルで陪審審理
と裁判官のみによる審理のどちらを望むかという
質問をしたとき， 8 対 1 の割合で圧倒的多数の裁
判官が陪審審理を選んだと報告されている49）．こ
の報告は大変興味深く，米国社会において，陪審
制は，市民のみならず専門家にも信頼され支持さ
れていることを示している．
　ただ，米国民事訴訟制度（特ににディスカヴァ
リ）の弊害として，弁護士費用がかかりすぎるこ
と，過度な開示請求，濫用によりトライアル前手
続きに時間と手間がかかりすぎ，当事者が疲弊す
ることなどが指摘された50）．数度に亘って規則が
改正された結果，現在の米国民事訴訟においては，
裁判所がトライアル前協議や開示計画協議を通じ
て，トライアル前手続きに積極的に関与し，過度
な開示を抑制し効率化を図るべくこれを管理・コ
ントロールするようになっている．なお，英国で
は，民事訴訟で陪審制が廃止されており，もっぱ
ら裁判官がトライアルで事実認定を行う．
　これらの修正により，現在の英米における民事
訴訟は，裁判官の関与が増大し，大陸法の制度に
一定程度近づいたとも評価できる．
2 ．日本の民事訴訟における事実解明の構造
　ドイツをはじめとする大陸法において，訴訟は，
紛争解決のための国家の作用であり，訴えが提起
されたのちは，国家機関たる裁判所が事案を解明
し解決に導く権限と責任を負うという発想が根強
く底流にある．ローマ法以来の裁判所（裁判官）
に対する信頼を基礎としたモデルであるといえよ
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う．
　ドイツから大陸法モデルを継受した日本の民事
訴訟法は，弁論主義のもと，証拠収集は，原則と
して当事者が行うものとの建前に拠り，「事案解
明・証拠収集は原則として訴え提起前に原告が独
自に行うべきもの」との前提から出発している51）．
そして，事実認定について最終的な責任を負う裁
判所（裁判官）は，釈明権（民訴法149条）を行使
して事案解明に努める．裁判所（裁判官）は，訴
訟提起後最初から判決まで，当事者から提出され
た主張書面を熟読し，証拠を精査し，必要に応じ
て自ら証人や本人を尋問し，専門家から鑑定意見
を聴取し（同212条から218条），自ら現場を検証し
（同232条及び233条），さらに弁論の全趣旨を総合
して，自由に心証を形成して判決を下す（同247
条）．
　特に，日本では，平成 8 年の民事訴訟法の改正
により，争点及び証拠の整理の手続きが置かれる
（民訴法164条から178条）とともに集中証拠調べの
規定が置かれ（同182条），それまでの五月雨式の
審理方式を改め，訴訟の効率化迅速化が図られた．
また，民事訴訟規則が整備され，原告は，できる
だけ速やかに請求を理由づける事実（請求原因事
実）を主張し，それを立証する証拠を提出すべき
ことが示された52）．さらに，司法研修所を中心に
（近年は法科大学院でも）要件事実論教育が徹底さ
れ，裁判官と弁護士が訴訟類型別に主張立証のタ
ーゲットとなるべき主要事実についての共通認識
をもつ努力がなされた．その上で，審理開始後速
やかに当事者双方が主張を尽くし，立証責任のあ
る当事者が手持ち証拠を後出しせずに早期に開示
する実務を確立してきた．弁論準備手続きにおい
て，主張と書証を対照することで真の争点を絞り
込んで，和解を推進するとともに，争点が明らか
になった段階で集中的に人証の取り調べをすると
いうモデルが確立された．
　他方，医療過誤訴訟や公害訴訟，製造物責任訴
訟などの一定の類型における過失や因果関係の立
証において，証拠が被告側の偏在し，事案解明が
十分にできず，公平な紛争解決が図れないことが
認識された．そのような場合に，日本の裁判所は，
過失の概括的認定や一応の推定など，証明責任や
証明度などの事実認定のルールを修正することで
妥当な解決を導こうとしてきた．さらに，原子炉
設置許可処分について，周辺住民が行政庁を被告
として提起した許可処分取消訴訟において，最高
裁は，主張立証責任を負わない当事者（行政庁）
に一定の事案解明義務を認めたと評価できる判断
を示した53）．
　しかし，それでも十分ではないという問題意識
から，平成 8 年，13年，15年の民訴法改正におい
て，文書提出命令の整備により文書提出義務が一
般義務として拡大され，訴え提起前における証拠
収集手続き（民訴法132条の 2 以下），当事者照会
（同163条）などが新設され，当事者に一定の証拠
収集手段が与えられた54）．とくに，当事者照会は，
米国のインタロガトリの手続きを参考にして当事
者間での情報開示のツールとして導入され，旧法
と比較して「ものの考え方（思想）の転換があっ
た」と評価された55）．これは，それまでの弁論主
義の手続きにおいて，主張立証責任を負わない当
事者が不利な手持ち証拠の開示を強制されること
がなかったことから，当事者照会に対する回答義
務を肯定する解釈と相俟って，思想の転換と考え
られ，以後，事案解明義務について活発な議論が
なされてきた．
　しかし，日本の当事者照会制度は，義務違反に
対する制裁規定を欠いており，当初から懸念され
たとおり，現在に至るまでその利用率は低い．ま
た，文書提出命令は，その性質上，当事者による
情報収集方法ではなく，証拠提出方法として規定
されており，米国のディスカヴァリのように，証
拠に至るための情報を含め広く情報を収集する機
能を持つものではない．そして，文書提出命令を
求めるためには，文書を特定する必要があるが，
情報が乏しいときには，文書の特定も困難である．
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3 ．小 括
　英米の民事訴訟と大陸法の民事訴訟の事実解明
の手続きは，確かに接近しつつあるが，なお大き
な違いがある．その違いは，裁判官の関与の度合
いの大小という程度の問題に尽きるものではない．
事実解明のあり方をどう考えるかについて，その
根本に質的な違いが存在するというべきである．
　英米の民事訴訟では，事実の解明及び証拠の発
見は裁判官ではなく当事者が行うものという哲学
を中心にしてきた．特に米国では，コモンロー訴
答や法典訴答を放棄して告知訴答の方式を採用し，
主張と証拠の区別を緩和して，トライアル前に，
当事者（代理人）間で，主要事実のみならず間接
事実や証拠発見のための情報を含めて広範な関係
情報・証拠を洗いざらい開示させる方向に発展し
た．ここでは，裁判官が事実の内容に介入せず，
あくまで当事者間において，紛争全体について徹
底した事実解明を図ることに特徴がある．
　これに対し，日独の民事訴訟では，裁判官が事
実認定を行うことを前提としつつ，当事者の主体
的な関与を求める方向で発展してきた．すなわち，
大前提たる法を知る裁判官が，法適用の前提とし
て事実認定を行う．裁判官は，事実認定権者とし
て訴訟の最初から最後まで釈明権（釈明義務）を
もって手続きをリードする．原告が訴状で提示し
た訴訟物との関係で主張立証の対象となる小前提
たる事実（主要事実）を中心に当事者に主張させ，
認否させ，争いのある主要事実とそれに関連する
重要な事実（間接事実）にのみ争点を絞り，審理
を必要最小限度の内容に限定し，迅速かつ効率的
な審理を実現してきた．これは，米国における事
実認定モデルの発展と好対照をなすものである．
　日本の民事訴訟では，大陸法モデルを維持しつ
つ，平成 8 年以降の法改正と実務における努力に
より，米国民事訴訟モデルを部分的に取り入れ，
当事者の主体的な訴訟活動と訴訟の効率化迅速化
を推進してきた．その結果，弁論準備手続きで当
事者の主体的な関与のもと争点整理をし，その後
の公開の法廷（口頭弁論期日）で人証の集中証拠
調べをするという形が確立し，米国民事訴訟のト
ライアル前手続きによる争点整理を前提にトライ
アルで集中証拠調べをするという形に類似接近し
た．
　そして，そのような日本の民事訴訟手続きは，
通常訴訟について比較的迅速に妥当な結果をもた
らすことに成功しており，一般事件を審理するに
ついては優れた制度であると評価できる．しかし，
証拠偏在型の訴訟類型においては，日本の開示制
度は，全体として不徹底であり，事案解明のため
のツールとして機能するには不十分である．
Ⅴ 日本の民事訴訟制度の課題と方向性
1 ．日本の民事訴訟制度改善の方向性
　日本の民事訴訟においても，米国民事訴訟に倣
って，強力なディスカヴァリを導入して当事者間
で徹底した事実解明を行うようにし，民事陪審を
導入すべきであろうか．
　筆者は，一般民事訴訟の事実解明構造の大枠は，
現状のまま，裁判官の事実認定を前提としつつ当
事者が訴訟資料の提出責任を負う大陸法の構造を
維持してよいと考える．法を熟知する裁判官が，
実体法上の要件（大前提）に直接該当する事実（主
要事実・小前提）に焦点を絞って事実を解明しよ
うという意識をもって訴訟指揮を行い，争点整理
をリードすることで，無駄のない効率的な審理が
実現できるからである．
　日本では，近年刑事手続きに裁判員制が導入さ
れ，一般市民の裁判への関与による一定の成果が
認められる．しかし，裁判員制度や陪審を民事裁
判にまで導入するのは，国民の負担が大きすぎる
懸念がある．
　そして，米国のディスカヴァリは，実際のとこ
ろ相当高額な弁護士費用を費やして初めて事実の
解明が実現できるモデルである．しかも，米国の
事実解明モデルは，主張と立証の区別を緩和して，
主要事実に直結するものだけでなく広い範囲で関
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係情報・証拠の開示を行う制度となっているため，
日本の制度と比較して無駄が多い．米国でも批判
されているとおり，米国の民事訴訟は，当事者に
とって時間的にも費用の上でも負担の多い制度で
あると評価できる56）．
　また，筆者の実務家（弁護士）としての経験か
ら，一般民事事件（特に契約関係訴訟）のほとん
どは，書証で揺るがしがたい事実が確定され，そ
の書証は主張立証責任を負う側の手元にある場合
が多いと認識している．つまり，米国のようなデ
ィスカヴァリの必要はなく，主張立証責任を負う
側が手持ち証拠を提出することで事実を解明でき
る場合が多いということである．その場合，訓練
を受けた裁判官が事実認定者として訴訟指揮をし，
当事者の提出した訴訟資料を見て，自ら心証を形
成しながら整理して争点を絞ってゆく方法が最も
効率的である．
　一般民事事件で難しいのは法的評価を伴う認定
である．例えば，過失や正当理由などのいわゆる
評価的（規範的）要件における評価や黙示の承認，
追認など不定形な行為の認定である．こういった
評価の伴う事実認定については，素人集団である
陪審に事実認定を委ねるというよりも，より公正
な評価の方法と事実認定者の訓練の方法を研究す
るべきであると考える．
　ところで，一般民事訴訟の事実解明の枠組みは
現状を維持するとしても，証拠偏在型の一定類型
において，十分な事実解明ができず公正な裁判が
実現できないことについては，新たな改善の手当
てがなされるべきである．
　これに対する対策として，二つの方向が考えら
れる．第 1 は，現行法のまま当事者双方の「事案
解明義務」を強調して主張立証責任を負わない当
事者にも情報および証拠を提出する義務を認めよ
うとする方向である．第 2 は，法改正により，当
事者に強制力を伴う調査及び証拠収集権限を与え
ようとする方向である57）．
2 ．現行制度において可能な対応（実例の紹介）
　ここで，筆者が自ら原告訴訟代理人として関与
した実例を紹介する．この事件は，平成23年に提
訴され，同年中に和解が成立し終了した事件（以
下，「本事件」という．）である．証拠偏在型の事
案において，現行制度の中で，適正な事案解明の
努力がなされた事例として，一定の示唆を得るこ
とができると考える．
　【事案の概要】
　本事件は，原告が，遊技場において，コイン投
入型のバッティングマシンに料金を投入してバッ
ターボックスに立ったところ，ピッチングマシン
の誤作動により発出された球が予想外のタイミン
グでストライクゾーンを大きくはずれた方向に飛
び，原告の顔面を直撃し負傷したと主張された事
案である．原告は，安全配慮義務違反に基づく損
害賠償請求権を訴訟物として遊技場の経営主体
（会社）に対し損害賠償を請求した．
　本事件において，被告（遊技場の経営会社）は，
ピッチングマシンの誤作動・球が暴投状態で発出
されたことを否認し，安全配慮義務違反はないと
主張して争った．
　【事案解明における問題点】
　安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求訴訟に
おいて，原告は，被告の負担する具体的な安全配
慮義務の内容及び同義務に違反する事実，損害の
発生，及び安全配慮義務違反と損害との因果関係
について主張立証責任を負う58）．
　本事件において，原告は，客観的な状況（長身
の原告がバッターボックス付近に直立している状
態で，球が原告の顔面を直撃したこと）から，マ
シンの誤作動を推認し，マシンの誤作動の原因と
して，メンテナンス不十分等の義務違反があった
はずだと主張した．
　被告の具体的な安全配慮義務及びその違反，安
全配慮義務違反と損害との因果関係を正しく解明
するためには，本来，ピッチングマシンの仕様，
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球が発出されるメカニズム，マシン製造者が告知
している誤作動の可能性や原因，指定されている
メンテナンスの方法，実際に実施されていた点検
やメンテナンス等を調査する必要がある．しかし，
遊技場利用者から見ると，マシンはスクリーンの
背後に隠れているため，製造元や機械の型番等さ
え全く分からない状態におかれていた．
　そこで，原告は，準備書面において，証拠が被
告側に偏在している本事件では，被告の側に事案
解明義務があり，マシンの種類や仕様，誤作動の
可能性，メンテナンスの方法，実際に実施してき
た点検管理等の情報を開示提供すべきであり，こ
れをしない場合は，そのことが安全配慮義務違反
の存在を推認させると主張した．
　【被告代理人と裁判官の対応】
　被告代理人は，事案解明に積極的に協力する姿
勢を示し，準備書面において，ピッチングマシン
の製造元並びに問い合わせ可能な担当者の氏名及
び連絡先を開示し，乙号証として，バッティング
場の図面（スクリーンの裏側のマシンの部分を含
む詳細なもの）を作成して提供した．さらに，事
故現場である遊戯施設に原告代理人等が立ち入っ
て，現場を検分し，ピッチングマシンを希望の回
数実験作動させて調査させる用意がある（一日そ
のために使って構わない）と申し出た．
　これを受けて，裁判官は，「被告提出の図面を原
告（代理人）が現場に赴いてその正確性を検証し
て同意すれば，裁判所としては，それをそのまま
事実認定の基礎に使う用意がある．さらに，裁判
外での私的な検証が実現すれば，その結果を報告
書等にまとめ，当事者双方が同意する書面として
裁判所に提出してほしい．そうすれば，検証調書
に代わる書面として事実認定の基礎にする用意が
ある」と提案した．
　この事件は，結局，私的検証を実施する前に和
解で解決したが，上述の被告代理人の対応と裁判
所の訴訟指揮は，現行の民事訴訟法の下でも，相
当程度，米国民事訴訟のディスカヴァリに近い運
用をする可能性があることを示すものである．そ
して，そのような運用の核になるのは，理論的に
は「事案解明義務」であり，実践的には代理人弁
護士の対応であろう．
　なお，本事件において，双方代理人は，情報開
示に関するやり取りを準備書面の形で裁判所に提
出して行い，当事者照会の方法は使わなかった．
これは，日本の民事訴訟においては，裁判官が最
終的な事実認定者であり，「弁論の全趣旨」をしん
酌して自由心証により事実が認定される（民訴法
247条）ことが意識された結果である．当事者照会
の方法を使う場合は，首尾よく必要な情報が開示
されればよいが，そうでない場合は，相手方の不
協力（事案解明義務違反）を事実認定者の心証形
成に影響させるために，当事者照会とその結果を
改めて証拠化して裁判所に提出する必要がある．
そして，現行の当事者照会は，制裁規定を欠き，
強制力がないので，結局相手方の協力を期待する
しかなく，訴訟の中で相手方に釈明を求めること
以上の独自のメリットはほとんどない．弁護士と
しては，実際に開示されなかった場合の二度手間
を回避するため，訴訟手続きの中で，準備書面で
事案解明義務を主張し，相手方に対して釈明を求
める方法によるのが合理的といえる．
　言うまでもないことだが，ここで紹介した事例
は，被告代理人弁護士及び当事者が事案解明に協
力的だったケースである．情報開示を求められた
当事者がこれを拒んだ場合，このような運用は不
可能となる．それを改善するためには，法改正が
必要となる．
3 ．民事訴訟法改正について
　2010年に発足した「民事訴訟法改正研究会」が
2012年に改正提案を策定し，その中で 6 項目にわ
たって情報・証拠収集手段の新設・充実を提案し
た59）．また，2012年 2 月に，日本弁護士連合会か
ら「文書提出命令及び当事者照会制度改正に関す
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る民事訴訟法改正要綱試案」が発表され，さらに
供述録取書制度の導入も検討されている．
　筆者は，民事訴訟法を改正し，事案解明義務を
明文化すると共に当事者照会に一定の制裁規定を
入れることに賛成であるが，その他のディスカヴ
ァリ類似の制度を導入することについては，利用
可能な類型を証拠偏在型の一定類型に限定するな
どの方向を含め，さらに慎重な検討がなされるべ
きであると考える．
　日本の民事事件の多くは，現行法のもとで，従
来の主張立証責任の分配によって，適正に事実解
明がなされており，強力な開示制度は必ずしも必
要とされていない．安全配慮義務違反や医療過誤，
製造物責任を問う事案，国や地方公共団体等行政
の責任を問う事件など，いわゆる証拠偏在型の一
定の類型にのみ，必要性が認められる．
　そして，制裁付きの情報・証拠の開示制度が広
く利用可能になることによって，本来の制度趣旨
とは異なる目的で濫用される危険性が懸念される．
情報開示請求がプライバシーの覗き見や嫌がらせ
に利用される危険がある．また，企業秘密がリス
クにさらされる危険がある．これらのリスクから
個人や企業を守るためには，保護命令を含む十分
な手当てが必要であり，それでも濫用を皆無にす
ることは難しい．また，開示制度が利用可能とな
れば，資金力のある当事者が開示制度を利用し，
資金力のない相手方は必要な弁護士費用が賄えず，
対応困難となることが予想される60）．その場合，
結局資金のない側が提訴を躊躇し，場合によって
は断念することがあり，また不利な和解に応じる
ことを余儀なくされる．このような弊害の恐れを
考えると，必要性の低い一般民事事件において，
高度の開示制度を利用可能とするのは避けたほう
がよい．
　また，米国において行われている民事訴訟は，
陪審を前提としたトライアルとディスカヴァリを
中心としたトライアル前手続きとがセットになっ
て有機的に連動して機能しているものであり，全
体の構造の異なる日本の制度に接ぎ木のようにデ
ィスカヴァリだけを切り取って導入しても期待さ
れた機能を発揮できるとは思えず，かえって弊害
が大きく生ずる危険がある．
　そこで，一定類型の訴訟においてのみ，当事者
の選択により，強力な開示制度の利用を可能にす
る制度を導入することを含め，慎重に検討すべき
であると考えるものである．
Ⅵ 結 論
　コモンローの民事訴訟における事実解明構造は，
事実解明を裁判官の本来の職責としない点で大陸
法のモデルと質的に異なっている．日本の民事訴
訟制度は，一般事件において効率的かつ公正な紛
争解決を実現する優れた制度であり，大枠の変更
は必要がないと考える．その上で，証拠偏在型訴
訟の改善のため，事案解明義務を明文化し，当事
者の情報・証拠収集権限を強化する方向での法改
正が望まれるが，さらに慎重な検討が必要である．
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の解説として，高田昌宏「証明責任の分配（3）―安
全配慮義務」小林秀之編『判例講義民事訴訟法』202
頁（悠々社，第 3 版，2016）など．
59） 改正案の詳細は，三木浩一＝山本和彦編『民事訴
訟法の改正課題』（有斐閣，ジュリスト増刊，2012）．
60） 伊藤・前掲注26）24頁は，日米の弁護士報酬の形
態が異なることを指摘されるが，日本に米国のよう
な開示制度が導入されれば，それに対応する弁護士
の手間は大変なものになるので，当然それに見合っ
た報酬が請求され，費用は高額化すると予想される．

